
取組の推進に係る活動状況について

資料２



⚫ 前回の第三者委員会における意見及び推進方針を踏まえ、制度研修会の開催や活動取組事例集の配布
等により、多様な主体の参画や活動の質的向上、活動組織の広域化等についてＰＲを展開。

１

１ これまでの取組

➢ 令和３年度制度研修会 ➢ 令和３年度活動取組事例集

● ～遊休農地解消～
・遊休農地の解消と保全管理
・そばとひまわりの作付け交流による
遊休農地の活用

・遊休農地を地域の交流活動への活用
・遊休農地等の活用による地域住民
（老若男女）の交流

● ～鳥獣害対策～
・電気柵の維持管理
・鳥獣被害対策の取組

● ～田んぼダム～
・田んぼダムの取組推進
・田んぼダムを非農家と連携し推進

● ～農村コミュニティの強化～
・はざ木のある風景を交流活動で保全

● ～構造改革の後押し～
・地域全体の強い下支えによる
担い手の集積推進

・非農業者が農業者を支える体制で
展開する地域農業

①前回の第三者委員会（令和３年12月23日開催）以後の主な取組

● 講演／多面的機能支払制度今後の展開について
秋永 邦治 氏（農林水産省多面的機能支払推進室長）

● 講演／関係人口の拡大に向けた取組と効果
土居 和生 氏

株式会社おてつたび
地域サポート統括

● 事例発表
「関係人口の拡大」／柴橋環境保全会

『関係人口』の創出等による
地域人材の裾野拡大

⚫ このほか、上越市の活動組織の広域化に向けたワークショップ（令和５年１月27日全土連主催）に
参加し、広域化に関する県の取組状況を紹介



⚫ 令和４年８月の下越での大雨、12月の佐渡，柏崎等での大雪で農地・水路等に被害が発生。
⚫ 本交付金では、堆積土砂・流木等の撤去などの応急措置や被災した施設の小規模な補修等が可能。

（一部「活動要件の特例（北陸農政局長の承認）」が必要）
⚫ 市町村や活動組織へ事務連絡を発出し、本交付金による迅速な災害対応について周知。

２

１ これまでの取組

➢ 令和４年12月の佐渡，柏崎等での大雪を受けての周知

②災害対応

➢ 令和４年８月の下越での大雨を受けての周知

➢ 「活動要件の特例」を活用した実績

市町村 活動組織数 活動内容の例

関川村 ４組織
・水路に流入した土砂の撤去
・破損した水路、農道の補修

胎内市 １組織（１市１広域組織）

新発田市 １組織（１市１広域組織）

活動要件の特例

●甚大な自然災害の被災地域において、農地周りの施設の

小規模な被災箇所の補修や復旧等に本交付金を活用。

●それにより活動要件を満たすことが困難な場合は、当該

年度の活動要件を満たすものとみなす。



３

２ 課題

➢ 活動期間の最終年度別組織割合

⚫ 県内では活動組織の３分の２が令和５年度に活動最終年度を迎え、活動を取りやめる

組織の発生が懸念される。

令和３年度実施状況報告書より作成

①活動期間の最終年度別組織割合
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２ 課題

②令和元年度の取組面積の減少

⚫ 平成30年度に県内の組織の３分の２が活動期間の最終年度を迎え、令和元年度に取組
面積が大幅に減少

⚫ 具体的には、活動を取りやめた組織の取組面積の和が約2,000haあり、新規に増加した
約1,400haとの差引きで、約600ha減少

⚫ 減少した理由は、主に中山間地域の小規模な組織が、過疎化や高齢化の進行による活
動参加者の減少、役員や事務の後継者不足により活動の継続を断念したことによる。

➢ 平成30年度末に廃止した組織が活動を取りやめた理由

令和元年度活動を中止した組織への悉皆調査より作成
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交付金が無くても共同活動が地域に

根付いている

組織内の合意形成が図られなかった

計画書提出が期限に間に合わなかった

交付金の使い道がわからない
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③どちらかというとあてはまらない ④あてはまらない
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２ 課題

⚫ 令和元年度～令和３年度で取組面積は1,499ha増加，活動組織は８組織減少
⚫ 組織数の増減の内訳は、新設が27組織、統合が10組織、廃止が25組織
⚫ 統合の内訳は、既存の広域組織に統合、もしくは複数の活動組織が統合して新たに広

域組織を設立

➢ 令和元年度から令和３年度の組織数の推移（農地維持支払）

令和元～３年度実施状況報告書より作成

廃止▲25

統合▲10

新設27

▲８986

978

Ｒ１ Ｒ３

⚫ 既存の広域組織に統合する

ケース：２ケース

（５の組織が廃止）

⚫ 複数の活動組織が統合して

新たに広域組織を設立した

ケース：３ケース

（５の組織が廃止）

統合の内訳
（組織を替えて活動を継続）

③近年の取組面積・活動組織数等の推移

124,475ha 125,974ha取組面積
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２ 課題

④活動を取りやめた主な理由

活動を取りやめた理由 組織数計

高齢化、農業者の減少等 16

事務手続きが負担であるため 3

集落内や組織内の合意形成ができなかった 3

リーダー、役員のなり手がいない 2

地域での共同活動が根付いた 1

自然災害による被害 0

その他 0

計 25

⚫ 廃止した25組織が活動を取りやめた主な理由は、「高齢化、農業者の減少等」、
「リーダー、役員のなり手がいない」、「事務手続きが負担」といった人手・人材不
足が多い

⚫ また、「集落内や組織内の合意形成ができなかった」といったまとまる力に関する理
由も

➢ 令和元年度末・令和２年度末に廃止した25組織が活動を取りやめた理由

活動に参加する人がいない…
役員をする人がいない…
事務作業ができる人がいない…

令和２～３年度対象組織数と認定農用地の増減に関する調査より作成
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３ 多面的機能支払交付金の推進方針

➢ 今後の推進方針

⚫ 取組の継続を図るため、人材不足を補う活動組織の広域化や、各種研修会を活用した次世代リーダー
や事務の担い手の育成を推進する。

⚫ 取組の継続に加え、取組の拡大を図るため市町村、土地改良区と連携しながら、既存組織への加入、
複数の既存組織を広域化する際に新たな集落の取り込みなどを働きかける。

⚫ 活動組織役員としての女性の参画や農福連携の取組実施が、活動参加人数の増加や地域コミュニティ
の維持・強化につながっていることから、活動組織の取組を活性化させるために、多様な主体の参画
を促進する。

⚫ 平成30年度に策定された「新潟県総合計画」では、将来にわたって農業・農村の有する多面的機能の
維持・発揮を図るため、地域共同による農地・農村用水等の保全管理面積を令和６年度までに
132,000haに拡大する目標。

⚫ 令和３年度の取組面積は125,974ha。平成30年度の取組面積は125,096haで伸び率は0.7％であり、平成
30年度から令和３年度にかけて、活動組織の立ち上げや新たな地域の取り込みにより取組面積が増加
する一方で、活動を取りやめた組織があるため、取組面積が伸びていない状況。

➢ 現状

➢ 課題

⚫ 取組の継続が懸念されるとともに拡大が進まないのは、高齢化や農業者の減少に加え、地域をまとめ
るリーダー・事務を担う人材が不足していることや世代交代が進まないことなどが大きな原因。

⚫ 特に、活動組織の３分の２が令和５年度に５年間の活動最終年度を迎えるに当たって、平成30年度に
活動最終年度を迎えた一部の活動組織が取組を継続しなかったことを踏まえ、令和６年度に向けて取
組の継続を働きかけていく必要。



⚫ 令和４年度の制度研修会は「取組の継続」をテーマとして開催することとしており、多面的機能支払
制度による取組とSDGsとの関わりについて話題提供するとともに、活動組織には「地域資源保全管理
構想」の策定を通じ、改めて地域における保全管理について話し合っていただくよう働きかけ。

⚫ 活動取組事例集を発行し、多様な主体の参画、広域化、組織体制の強化等により取組を継続している
優良な事例をPR

８

４ 当面の取組

➢ 令和４年度制度研修会

● 講演／多面的機能支払制度
取組の実施状況と今後の展開について

松本 勉 氏（農林水産省多面的機能支払推進室長）

● 講演／SDGsに関する県内の取組
中村 茂 氏

一般社団法人地域創生
プラットフォーム事務局

取組の継続
・多面的機能支払交付金とSDGs
・事例発表「多様な主体の参画」等

● 事例発表／取組継続のヒントに
「多様な主体の参画」／池谷入山多面的機能組合

「組織の広域化」／刈羽村役場

「組織の体制強化」／上川西農地・水・環境保全広域協定

● ～多様な主体の参画～

・ＮＰＯ法人を主体とした集落の活性化

・子供会と連携した地域の生物分布図作成

・地域外の親子・社会福祉施設と連携

● ～組織の広域化～

・１市町村１広域組織の事例

・旧市町村単位の広域化事例

・土地改良区単位の広域化事例

● ～組織体制の強化～

・広域組織としてのスケールメリットを活

かした運営

● ～世代交代～

・田園地帯と市街化地域の共存

➢ 令和４年度活動取組事例集
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５ 令和５年度の取組

⚫ 国は、多面的機能支払交付金の交付が計画的かつ効果的に実施されるよう、取組状況の点検や制度の効果等
の検証を行い、施策に反映。第三者委員会における検討を踏まえ、３年目（令和３年度）に中間評価、５年
目（令和５年度）に施策評価を開始。

⚫ 令和５年度に行う施策評価では都道府県における評価を参考とする。
⚫ 各都道府県では施策評価のためのアンケート調査を実施し、施策評価報告書（案）を作成。
⚫ 本県の施策評価報告書（案）については、県第三者委員会に諮った上で国へ提出（令和６年１月中旬期限）。

➢ 国の施策の評価の進め方

出典：農林水産省「令和4年度第1回多面的機能支払交付金第三者委員会」

施策評価の進め方
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５ 令和５年度の取組

⚫ 地域資源保全管理構想の策定を通じて、地域に

おける取組の継続に向けた話し合いの促進

→ 令和４年度制度研修会で策定を周知

→ 策定状況をフォローアップ

⚫ 活動計画の見直しを契機とした広域化の推進

→ 令和４年度制度研修会で広域化の事例紹介

→ 市町村と連携した広域化の働きかけ

⚫ SDGsとの関連性等を訴えながら、取組の活性

化、多様な主体の参画を促進

→ 農林水産省の取組と連動させ、SDGsとの関連

性について理解醸成

→ 具体的な貢献について事例集で紹介

推進のポイント

⚫ 取組の継続を図るため、人材不足を補う活

動組織の広域化や、各種研修会を活用した

次世代リーダーや事務の担い手の育成を推

進する。

⚫ 取組の継続に加え、取組の拡大を図るため

市町村、土地改良区と連携しながら、既存

組織への加入、複数の既存組織を広域化す

る際に新たな集落の取り込みなどを働きか

ける。

⚫ 活動組織役員としての女性の参画や農福連

携の取組実施が、活動参加人数の増加や地

域コミュニティの維持・強化につながって

いることから、活動組織の取組を活性化さ

せるために、多様な主体の参画を促進する。

➢ 今後の推進方針（再掲） ➢ 推進のポイント


